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≪求人関係≫新規求人数は3,322人で、前年同月比で1.8％（62人）の微減となった。産業別にみると、建設業が24.1％（47人）、卸売・小売業が

11.0％（33人）、宿泊業・飲食サービス業が18.9％（150人）増加したのに対して、運輸・郵便業は58.9％（303人）と大きく減少した。これは、大手

運輸会社の求人が東京へ集約されたことが影響している。

≪求職関係≫新規求職申込件数は1,113人で、前年同月比で15.8%（212人）の減少となった。主にフルタイムが20.3%（186人）減少しており、

パートタイムは6.1%（26人）の減少にとどまった。態様別では自己都合離職者が最も多く（500人）、次いで在職者が多い（278人）。自己都合離

職者は前年同月比で16.7％、在職者は21.0%減少しているが、事業主都合離職者はやや増加7.8%（16人）した。
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